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１.複数児童用の上限額管理結果票の電子化について

• 同一世帯に障害福祉サービス又は障害児通所支援を利用する障害児が

複数いる場合に、上限管理事業所が市町村に帳票等で提出していた複

数児童用上限管理結果票を、令和7年5月請求からは請求明細書等と

併せて国保連合会への電子請求が可能となります。

・ 簡易入力システムは、バージョンアップが必要になりますので詳細につ

いては電子請求受付システムのお知らせでリリース通知をご確認ください。

その他のソフトをお使いの場合は、各ソフト会社にお問い合わせください。
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同一世帯に障害福祉サービスまたは障害児通所支援を利用する障害児が複数い
る場合に、上限額管理事業所が市町村に帳票等で提出していた複数児童用上限
額管理結果票を、令和７年５月請求からは請求明細書等と併せて国保連合会へ
の電子請求が可能となります。

以下のケースが対象です
同一世帯で複数の障害児がい
る、かつそれぞれサービスを
利
用しているケース
※ 1事業所のみを複数の児童が利用し
ているケースも含みます



令和７年５月請求時（令和７年４月サービス提供分） から電子請求が

可能となります。

電子請求開始にあたり、特別な手続きは必要ありません。使用している

請求ソフトで請求を行ってください。

簡易入力システムでは、令和７年４月末頃リリース予定のバージョン

アップ後から作成可能です。詳細はリリース時に電子請求受付システム

にて通知するお知らせをご覧ください。

上限額管理事業所ではない事業所の請求方法は、従前と変わりません。

受給者証の五面 （利用者負担に関
する事項）をご確認ください。

① 利用者負担上限額管理事業所名に
記載されている事業所が、上限額
管理事業所になります。

② 特記事項欄に、 同一世帯に上限
額
管理対象児童が複数いることの記
載があります。

〇〇〇市障害者総合支援課
TEL：00-0000-0000
MAIL：○○.○○.jp
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2.電子証明書の取得について

・障害者福祉サービス費等の請求は、インターネットにより行うこととされており、この請

求が真に名義人によってなされたものであるかを確認するため、事業所が保持する電子証

明書により、電子署名を行い、電子証明書を添付（インストール）します。

・請求を行った際に添付した電子証明書を保持している事業所のみが国保連合会からの通知

文章等を取得することが可能になります。

・電子証明書の有効期限は発行日から3年間です。有効期限が残り90日となった場合、電子

請求受付システムの「お知らせ欄」に「証明書の有効期限切れ」となる事前通知が届きま

す。

なお、有効期限が過ぎた電子証明書でも、有効終了年月日までに実施したサービス分

の請求情報であれば送信（請求）することができます。有効期限到来までに必ず電子証明

書の更新を行ってください。



3.請求情報の提出（送信）期間について

・請求情報は、毎月1日～10日（10日が土・日・祝日の場合は、翌営業日）までの

間に提出してください。

・請求情報が正常に届いているか必ず確認してください。

送信システムで「正常に到達しました」の画面表示がされた、または電子請求受付

システムで「到達済」となっていれば、請求データの受付ができています。

・請求期間内であれば、電子請求受付システム・簡易入力ソフト・取込送信システム

を使って事業所で請求の取り下げ及び再請求が何度でも可能です。

4



・請求期間外の取消（取り下げ）がある場合は、必ず国保連合会に電

話にてご連絡いただき、差替えの可否をご確認ください。

・ご連絡がない場合、請求が無効となる場合があります。

・請求情報の差し替えは、ファイル（到達番号）ごとになります。ファイルの中の1名

だけを差し替え・修正することはできません。

・請求期間外の取り消し手順

①国保連合会に連絡をＴＥＬ（0744-29-8319）する。

②指定様式（電子請求取り消し依頼票）をＦＡＸ（0744-21-6822）する。

③差替え分の請求情報を再送信する。

国保連合会にて、差替えのデータが送信されていることを確認後取り消しを行い

ますので、同日に再送信をお願いします。
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電子証明書更新による発行申請時やＰＣ買い替えによる電子証明書

インストール時等、当該パスワードが必要となりますので、紛失し

ないよう大切に保管をお願いします。

・紛失した場合は、新たに電子証明書及びパスワードを発行していただくことにな

ります。

電子請求受付システムより再発行処理を行って下さい。（参照マニュアル⇒「電子

請求受付システム操作マニュアル（事業所編）」）

※新たな電子証明書の発行手数料が発生します。

※パスワードを再発行された場合、紛失したパスワードで発行申請した証明書の再

度のダウンロード・再インストールができません。
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４.電子証明書発行用パスワードについて
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●電子請求受付システムログイン用テストＩＤ、本番用ＩＤパスワード

・国保連合会にご連絡ください。（ＦＡＸでご依頼）仮パスワードを再発行します。

※事業所で設定されたパスワードについては、国保連合会でも把握しておりませ

んので忘れてしまった場合は仮パスワードの再発行となります。

・仮パスワードは郵送でのお届けになります。

セキュリティの関係上、ＦＡＸ・電子メールでの送付はできません。

※請求締切日（毎月10日）直前のご連絡になりますと、締切日に間に合わない場合

もあります。

各種パスワードを忘れてしまった場合について



５.電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）について

8

・電子請求受付システムでは、請求状況の照会、請求取り下げ、通知文書の取得、

電子証明書のダウンロード方法等の確認を行うことができます。

・『電子請求受付システム総合窓口（http://www.e-seikyuu.jp/）』に、サービ

ス提供事業所向けの資料として、「電子請求受付システム操作マニュアル」が掲

載されていますので、ＰＣ等にダンロードしてご活用ください。

・電子請求受付システム操作マニュアルのダウンロード手順

①『電子請求受付システム総合窓口（http://www.e-seikyuu.jp/）』

②「障害者総合支援の請求はこちら」から事業所ユーザＩＤで「ログイン」

③「ダウンロード」をクリック

④電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）」右側の「保存」をクリッ

クしてダウンロードしてください。

http://www.e-seikyuu.jp/）』


・サービス提供事業所が提出した請求情報は、国保連合会における一次審査において、

市町村等が作成した事業所台帳（届出情報）と突合が行われます。突合の結果、不

一致（エラー）になる場合があります。このエラーの原因は、請求情報か事業所台

帳のいずれかに不備があるためです。サービス提供事業所は、市町村等への届出の

状況を常に把握し、適切なサービス提供及び請求情報の作成を行うようにします。

・サービス提供事業所において請求情報に対する警告やエラーの原因を特定しやすく

するため、国保連合会に登録されている事業所台帳情報を、電子請求受付システム

にて「事業所情報」が参照できます。

・事業所台帳情報参照方法につきましては、「電子請求受付システム操作マニュアル

（事業所編）」または、別添の抜粋版資料をご確認ください。
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6.事業所台帳情報参照機能について
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７.審査結果の送付等について

・事業所が提出した請求情報は、一次審査（国保連合会）及び二次審査（市町村）に

より、請求内容に誤り等があった場合は、「返戻（へんれい）」として処理し、返

戻等一覧表」にて通知します。

・すべての請求情報が「正当」となった場合は、「返戻等一覧表」は通知されません。

・「返戻等一覧表」は、審査月の月末午後5時以降に、事業所へ通知します。

・事業所は、提出した請求情報が「返戻」となった場合は、次項を参考にその内容に

ついて確認を行い、請求情報を修正し国保連合会に再請求を行ってください。

・「正当」となった請求情報は、審査月の翌月初旬（5日。土日祝日の場合は、次の営

業日）に「支払決定額通知書」等を通知し、審査月の翌月中旬（15日。土日祝日の

場合は、前日又は翌営業日）に指定振込口座へお振込みします。
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・令和７年度の日程については、電子請求受付システムの「お知らせ欄」にて通知を

します。

また、毎月電子請求受付システムの「お知らせ欄」にて、翌月の日程について

通知をしておりますのでご確認ください。
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８.返戻になった請求情報の再請求について

• 返戻になった請求情報の再請求時に必要な情報は以下のとおりです。

サービス提供事業所 指定相談支援事業所 留意点

・【明細書】
・【実績記録票】

・【明細書】
・【実績記録票】

・【明細書】が返戻となり再請求する場合には、修正した
【請求明細書】と【実績記録票】も併せて提出する必要
があります。（※１）

・【実績記録票】のみが返戻となった場合は、【実績記録
票】を修正し、提出します。

—

・計画相談支援給付費
請求書

・障害児相談支援給付
費請求書

・計画相談支援給付費請求書及び障害児草案支援給付費請
求書が返戻となった場合は、明細書情報を修正し、再提
出します。

・【上限管理結果票】 ・【上限管理結果票】

・上限管理事業所であり、かつ利用者負担上限管理結果票
が返戻となった場合、修正した請求情報を【新規】で再
提出します。

・上限管理事業所以外の事業所の管理結果に誤りがあった
場合は、修正した請求情報を【修正】で再提出します。

※１【明細書】が返戻となった場合、【実績記録票】もＰＰ19「支給量：実績記録票に該当するサービスが明細書に
ありません」により、返戻となります。

※２ 同一の請求情報を複数回提出した場合、2回目以降の請求情報については二重請求としてエラーとなり、すべて
返戻となります。
再度提出される場合は、誤った請求情報を『取り消し』してから再送信してください。
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９.過誤申立について

・過去（前月）に請求を行い、支払が確定している請求情報に誤りが見つ

かった場合は、請求（実績）を取り下げる為に、受給者の市町村へ「過

誤申立」を行います。

・市町村の過誤が完了した請求情報に対しては、（必要に応じ）修正した

正しい請求（再請求）を行います。

※過誤申立の提出書類の様式・提出時期等は市町村によって異なります。

詳しくは市町村へお問合せください。
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・電子請求受付システム等の操作に関する問い合わせ先


